
事 業 概 況 （平成 29年 5月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 5月末現在における保険給付支払総額は1,222億円で、前年同期に比べ

て0.5％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が600億円で49.1％と最も大きく、次いで療養補償給付

が403億円で33.0％を占めている。以下、休業補償給付が12.1％、障害補償一時金が3.6％、介護補償給付及び遺族補償

一時金がそれぞれ0.9％、葬祭料が0.2％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が6.4％増、障害補償一時金が5.4％増、

葬祭料が4.0％増、遺族補償一時金が3.9％増、療養補償給付が1.6％増、介護補償給付が1.1％増となっているのに対し、

休業補償給付が4.2％減、年金等給付が1.4％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 122,766,585 100.0 1.8 △    122,201,131 100.0 0.5 △    

療 養 補 償 給 付 39,672,082 32.3 0.2 △    40,298,256 33.0 1.6

休 業 補 償 給 付 15,444,682 12.6 6.8 △    14,793,612 12.1 4.2 △    

障 害 補 償 一 時 金 4,171,181 3.4 9.4 △    4,396,490 3.6 5.4

遺 族 補 償 一 時 金 1,025,812 0.8 2.3 △    1,065,925 0.9 3.9

葬 祭 料 286,243 0.2 1.3 △    297,641 0.2 4.0

介 護 補 償 給 付 1,133,515 0.9 1.5 △    1,145,611 0.9 1.1

年 金 等 給 付 60,882,822 49.6 0.9 △    60,043,670 49.1 1.4 △    

二 次健 康診 断等 給付 150,247 0.1 0.8 △    159,926 0.1 6.4

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成28年度　28年5月末 平成29年度　29年5月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が361億円で29.5％、「建設事業」が349億円で28.6％、

「製造業」が297億円で24.3％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.1％、「林業」が1.9％、「船舶所

有者の事業」が0.5％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が8.6％増、「その他の事業」が2.1％増、

「運輸業」が0.6％増となっているのに対し、「漁業」が13.9％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が4.3％減、「鉱

業」が3.7％減、「林業」が3.3％減、「製造業」が2.2％減、「建設事業」が1.2％減となっている。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 122,766,585 100.0 1.8 △    122,201,131 100.0 0.5 △    

林 業 2,362,593 1.9 4.0 △    2,285,257 1.9 3.3 △    

漁 業 436,311 0.4 6.6 375,653 0.3 13.9 △   

鉱 業 5,152,113 4.2 7.7 △    4,963,796 4.1 3.7 △    

建 設 事 業 35,330,741 28.8 2.9 △    34,906,799 28.6 1.2 △    

製 造 業 30,381,173 24.7 1.8 △    29,714,835 24.3 2.2 △    

運 輸 業 12,931,446 10.5 1.2 △    13,009,788 10.6 0.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
304,791 0.2 2.5 291,650 0.2 4.3 △    

そ の 他 の 事 業 35,334,565 28.8 0.1 △    36,074,934 29.5 2.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 532,853 0.4 6.0 578,419 0.5 8.6

平成28年度　28年5月末 平成29年度　29年5月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が325億円で54.1％と最も大きく、次いで障害補償

年金が226億円で37.7％、傷病補償年金が50億円で8.3％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が199億円で33.1％、「製造業」が172億円で28.6％、「そ

の他の事業」が115億円で19.2％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.7％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成29年度　29年5月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 22,620,721 32,464,575 4,958,374 60,043,670 100.0

林 業 323,045 751,959 59,312 1,134,316 1.9

漁 業 59,908 191,998 10,264 262,170 0.4

鉱 業 307,523 2,362,616 751,892 3,422,031 5.7

建 設 事 業 6,332,822 11,717,958 1,812,258 19,863,038 33.1

製 造 業 8,534,602 7,711,414 944,491 17,190,508 28.6

運 輸 業 2,357,447 3,595,342 383,809 6,336,597 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
39,868 122,997 13,860 176,725 0.3

そ の 他 の 事 業 4,637,510 5,910,708 976,161 11,524,379 19.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 27,996 99,583 6,327 133,906 0.2

構 成 比 37.7% 54.1% 8.3% 100.0% －

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 5月末現在における保険料徴収決定済額は502億円で、前年同期と同水

準であった。保険料収納済額は88億円で、前年同期に比べて5.7％増となっている。また、収納率についてみると17.6％

となっており、前年同期に比べて0.9ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が373億円で74.4％と最も大きく、次いで、「その他の事

業」が 60 億円で 12.0％、「製造業」が 29 億円で 5.7％、「運輸業」が 28 億円で 5.5％を占めている。以下、「船舶所有者

の事業」が 1.1％、「鉱業」及び「林業」がそれぞれ 0.5％、「漁業」が 0.2％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が

0.0％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

　業　種 28年5月末 29年5月末 28年5月末 29年5月末 28年5月末 29年5月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 50,196,284 50,184,918 100.0 0.0 8,367,588 8,848,716 100.0 5.7 16.7 17.6

林 業 295,557 265,781 0.5 10.1 △  76,900 92,548 1.0 20.3 26.0 34.8

漁 業 101,849 93,387 0.2 8.3 △   5,452 3,044 0.0 44.2 △  5.4 3.3

鉱 業 285,926 275,463 0.5 3.7 △   8,976 4,707 0.1 47.6 △  3.1 1.7

建 設 事 業 35,540,795 37,346,815 74.4 5.1 6,754,488 7,540,659 85.2 11.6 19.0 20.2

製 造 業 3,274,100 2,861,749 5.7 12.6 △  246,939 222,159 2.5 10.0 △  7.5 7.8

運 輸 業 3,476,737 2,754,111 5.5 20.8 △  221,066 153,253 1.7 30.7 △  6.4 5.6

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
7,929 20,680 0.0 160.8 1,744 8,714 0.1 399.7 22.0 42.1

そ の 他 の 事 業 6,672,290 6,021,347 12.0 9.8 △   1,026,757 799,660 9.0 22.1 △  15.4 13.3

船舶所有者の 事業 541,100 545,584 1.1 0.8 25,266 23,973 0.3 5.1 △   4.7 4.4

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

 


